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1　事業の概要

２　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)
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事業番号 07 07 02 事業改善シート （31年度実施事業分） □当初要求　　■当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

現状
(予算編成時)

○生産年齢人口の減少、少子高齢化の進展などにより若年者層を中心として労働者が不足している。
○生産性を向上させるために労働者一人ひとりの技能・技術の向上と、すべての人が持てる能力を高め
その能力を存分に発揮できる環境づくりが必要とされている。

31年度
予算額

1,007,447 千円

職員数 106.00 人

jinzai@pref.nagano.lg.jp
総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

総合的に展開する
重点政策

事　業　名 工科短期大学校・技術専門校による職業訓練事業
部局 産業労働部 課・室 人材育成課

実施期間 E-mail

目指す姿

○就業に必要な技能・技術・知識習得のための職業訓練を実施し、県内基幹産業や成長が期待される分野・人手不足分野への就業を促進
する。
○様々なノウハウを持つ民間教育機関等と連携することで、女性・若者・障がい者等の個々の特性やニーズに応じた多様な訓練機会を提供
し就業を促進する。

（主な実施内容：技術専門校運営事業費、民間活用委託訓練事業費　など）

2-6 郷学郷就の産業人材育成・確保

当初予算 964,712 942,578 1,008,756 1,007,447 目標値 成果 達成状況
No 成果指標 29年度末

30年度末
（見込）

31年度前年度繰越

① 技術専門校修了生の就職率 96.3% 92.2% 93.6%

Aの
財源

　一般財源 190,003 189,955 202,680 201,742

　国庫支出金 593,528 679,804 733,184

予
算
額 補正予算 -109,509

合計（A) 855,203 942,578

　県　債 0 0 0 0
②

民間活用委託訓練修了者の
就職率

77.4% 77.0% 77.0%

　その他 71,672 72,819 72,892 72,892

732,813
③

障がい者民間活用委託訓練
修了者の就職率

55.7% 55.0% 55.0%

 職員数（人） 106.00 106.00

 概算事業費（B（A）+C） 1,587,678 1,801,390 1,867,568

106.00 106.00

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　分（単位：千円） 29年度 30年度 31要求 31予算案 指標及びその達成状況

1,008,756 1,007,447

工科短期大学校修了生の就職率 100.0% 100.0% 100.0%
 決　　算　　額（B） 728,866

④
概　算
人　件

費

予算要求からの主な変更点 過去の落札率を考慮し、施設・設備整備費を減額

1,866,259

成果指標
設定理由

就業の促進を目標とした事業であり、就業状況をもっとも端的に表した指標であるため。
目標値は過去3年間の実績平均値を基準に算定。

指摘事項等への対応 　指 摘 事 項 ・ 意 見 　対　　応

 概算人件費 （Ｃ） 858,812 858,812 858,812 858,812

31年度

（人） （当初） （要求） （予算案）
No 31年度　実施内容（予定）

職員数 30年度
細事業名

技術専門校運営事業費

民間活用委託訓練事業費

73,106

主に新規学卒者の就業を促進するため、工科短期大学校におい
て専門的な職業訓練を実施。

29.00 124,123 126,178 126,083

障がい者の就業を促進するため、民間教育訓練機関等に委託し
職業訓練を実施。

1.50 77,651 73,106障がい者民間活用委託訓練事業費

工科短期大学校運営事業費

209,454

離職者の就業を促進するため、民間教育訓練機関等に委託し職
業訓練を実施。

1.50 446,855 492,007 492,007

主に離転職者や新規学卒者の就業を促進するため、技術専門校
において職業訓練を実施。

58.00 192,238 210,889

主に新規学卒者の就業を促進するため、南信工科短期大学校に
おいて専門的な職業訓練を実施。

16.00 101,711 106,576南信工科短期大学校運営事業費

合計 106.00 942,578 1,008,756 1,007,447

106,797

監査

決算特別委員会

県民協働による事業改善

mailto:jinzai@pref.nagano.lg.jp
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事　業　改　善　シ　ー　ト　附　表 □当初要求　■当初予算案　□補正予算案　□点検

07 07 02

29年度 30年度

技術専門校運営事業費 技術専門校の管理経費
直
接

技術専門校の光熱水費、郵便費等。 　 47,860 48,551 56,992 56,044

技術専門校運営事業費 職業訓練の実施
直
接

主に離転職者や新規学卒者の就業を促進するため、職業
訓練を実施。

　 71,947 72,016 73,131 73,131

技術専門校運営事業費 施設・機器の整備
直
接

職業訓練を実施するために、施設・機器の維持管理、新
規機器の導入を行う。

　 82,611 67,218 75,707 75,220

技術専門校運営事業費 指導員研修の実施
直
接

職業訓練指導員の資質向上のため、研修を実施する。 　 3,801 4,453 5,059 5,059

民間活用委託訓練事業費
職業能力開発コーディネーターの
配置

直
接

委託訓練を効果的に実施するために、コーディネーター
を雇用する

　 18,791 14,743 15,112 15,112

民間活用委託訓練事業費 民間教育訓練機関等への委託
委
託

離職者の就業を促進するため、民間教育訓練機関等に委
託し職業訓練を実施。

　 430,457 432,112 476,895 476,895

障がい者民間活用委託訓練事業費
障がい者職業訓練コーディネー
ターや支援員の配置

直
接

委託訓練を効果的に実施するために、コーディネーター
や支援員の雇用、手話通訳者等の派遣を行う

　 29,825 29,789 28,795 28,795

障がい者民間活用委託訓練事業費 民間教育訓練機関等への委託
委
託

障がい者の就業を促進するため、民間教育訓練機関等に
委託し職業訓練を実施。

　 52,855 47,862 44,311 44,311

工科短期大学校運営事業費 工科短期大学校の管理経費
直
接

工科短期大学校の光熱水費、郵便費等。 　 37,051 36,933 37,095 37,282

工科短期大学校運営事業費 職業訓練の実施
直
接

主に新規学卒者の就業を促進するため、専門的な職業訓
練を実施。

　 29,728 29,724 29,724 29,724

工科短期大学校運営事業費 施設・機器の整備
直
接

職業訓練を実施するために、施設・機器の維持管理、新
規機器の導入を行う。

　 62,777 57,466 59,359 59,077

南信工科短期大学校運営事業費 南信工科短期大学校の管理経費
直
接

南信工科短期大学校の光熱水費、郵便費等。 　 32,484 30,967 28,618 28,839

南信工科短期大学校運営事業費 職業訓練の実施
直
接

主に新規学卒者の就業を促進するため、専門的な職業訓
練を実施。

　 27,571 27,642 27,118 27,118

南信工科短期大学校運営事業費 施設・機器の整備
直
接

職業訓練を実施するために、施設・機器の維持管理、新
規機器の導入を行う。

　 36,954 43,102 50,840 50,840

　

964,712 942,578 1,008,756 1,007,447 0 0合　　　　計

31年度
実施
状況
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事業番号
事　業　名

細事業名 項目 31年度　実施内容（予定）

31年度

31年度　実施内容（実績）

工科短期大学校・技術専門校による職業訓練事業

当初
(千円)

当初
(千円)

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

産業労働部 人材育成課課・室

要求
(千円)


